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宅を作り続ける工務店に対して、川上から川中の関係者が連携して優良材を提供する取組
がみられる。また、需要者のニーズに合わせて付加価値の高い内外装や家具などを製造す
る取組等もみられる74。 

林野庁は、このような地場競争力を強化するため、平角、柱角など多品目の製品を生産
する取組や、地域の素材生産業者、製材工場、工務店等の関係者の連携による、付加価値
の高い製品の企画・開発・プロモーションの取組等を支援している。 

(品質・性能の確かな製品の供給) 
現在、木材の新たな需要先として期待されている中大規模建築物は、設計時に構造計算

が必要であるほか、小規模な木造建築物においても、令和７(2025)年４月の改正建築基準
法の施行に伴い、構造関係の審査が必須となる範囲が拡大(延べ面積200㎡以下の平屋以外
全て)されたことなどから、強度等の品質・性能の確かな部材としてのJAS構造材の供給が
重要となっている(事例Ⅲ－７)。 

74 地場競争力の強化に関する取組については、「令和３年度森林及び林業の動向」特集２第３節(１)34-36ページを参照。 

地域の関係者が連携した乾燥材の高付加価値化の取組 
 木材市場等を営む肥後木材株式会社(熊本県熊本市)は、住宅建設等においてニーズが高ま
っている人工乾燥材(KD材)の取扱い拡大に向け、乾燥・加工設備として、蒸気式高温乾燥機
を８基、自動桟積設備、モルダー注１ライン等を整備し、令和７(2025)年３月から乾燥加工事
業を開始している。 
 同社では、熊本県内の多くの中小製材工場が、敷地や人員、投資等の問題で乾燥設備を整
備又は増設できないという現状を踏まえ、これらの工場の事業継続にも寄与するため、県内
の製材工場５社と協定を締結している。５社は表面加工等を施さずにグリーン材注２を安定
的に供給し、乾燥・仕上げと販売は肥後木材が行うなど、安定した品質のKD材生産に取り
組んでいる。 

令和７(2025)年10月時点において月間1,000㎥までKD材の生産規模を拡大しており、稼働
から３年目の令和９(2027)年度には、乾燥機８基を用いて月間約1,200㎥の生産を目指して
いる。また、令和８(2026)年度中にJAS機械等級区分認定を取得し、強度等の品質・性能の
確かなJAS製材として供給を開始する予定としている。 

注１：一度の工程で複数面を同時加工することにより木材の寸法を整え、表面を平滑に仕上げる機械。 
２：乾燥処理が施されていない木材。 

木材乾燥施設 人工乾燥材(KD材) 

事例Ⅲ－６ 
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一方、令和６(2024)年度において、国産材の主要な仕向け先である製材のJAS格付率は
11%であり、住宅等の構造部に用いられる構造用製材に限っても30%にとどまっている75。
また、JAS構造用製材を供給する国内の製材工場数について、令和元(2019)年度末と令和
６(2024)年度末を比較すると、機械等級区分構造用製材76の認証工場数は85工場から109工
場へ増加したものの、目視等級区分構造用製材77の認証工場数は268工場から224工場へ減
少している78。林野庁では、木材加工流通施設の整備を支援しており、機械等級区分構造用
製材の認証工場数について、令和７(2025)年度までに110工場とすることを目標としてい
る79。 

また、林野庁では、JAS構造材の積極的な活用を促進するため、平成29(2017)年度から
「JAS構造材活用宣言80」を行う建築事業者等の登録・公表による事業者の見える化とJAS
構造材の利用実証の支援を実施している。JAS構造材活用宣言を行った事業者数は、平成
30(2018)年度末は380社であったが、令和６(2024)年度末には2,160社に増加している。利
用実証においては、令和６(2024)年度末時点までに1,123件のJAS構造材を活用した建築物

75 林野庁木材産業課調べ。 
76 構造用製材のうち、機械によりヤング係数を測定し、等級区分するもの。 
77 構造用製材のうち、節、丸身等材の欠点を目視により測定し、等級区分するもの。 
78 一般社団法人北海道林産物検査会「JAS認証事業者及び工場」、一般社団法人全国木材検査・研究協会「製材等JAS認

証工場名簿」に基づいて林野庁木材産業課が試算。 
79 森林・林業基本計画(令和３(2021)年６月閣議決定)に則し政策評価を行うために設定された測定指標における目標値。 
80 JAS構造材の供給又は活用の拡大等に意欲を有する者が、JAS構造材の普及と利用に向けた目標を掲げて行う宣言。宣

言を行う事業者は、JAS構造材実証支援事業事務局により登録・公表される。 

スギKD平角を量産する製材工場が稼働
 株式会社トーセン(栃木県矢

や
板
いた

市)では、「脱炭素と地方創生」を理念に掲げるモデル地域
「デカーレ矢板」に製材工場を整備し、令和７(2025)年４月に稼働を開始した。工場の年間
原木消費量は12万㎥であり、スギ人工乾燥(KD)平角の量産による木材需要の拡大、製造工
程の単純化による生産効率の向上等を図る。また、３万8,000㎡に及ぶ旧シャープ工場の建
物を生産拠点及び倉庫として活用し、主に関東市場を見据えた「国産材の生産と物流の一大
拠点」を目指している。 

スギKD平角は機械等級JASを取得済みであり、原木の投入から製材、乾燥、仕上げまで細
かく計算した動線としている。特に製材工程においては、サイズを絞って同じ径級の原木を
同じ木取りで集中的に製材するプログラムで処理することで作業を単純化し、生産効率の向
上、コスト競争力の強化を図っている。 

デカーレ矢板の製材工場 スギKD平角の量産 
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物流倉庫 
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